別記様式第４号（第10関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　年　月　日　　
　地方農政局長　殿
　
農林水産大臣の交付決定を受けている場合は農林水産大臣
内閣府沖縄総合事務局の交付決定を受けている場合は内閣
府沖縄総合事務局長
　
  官署支出官地方農政局総務部長　殿
　
農林水産大臣の交付決定を受けている場合は官署支出官農
林水産省大臣官房予算課経理調査官
内閣府沖縄総合事務局の交付決定を受けている場合は官署
支出官内閣府沖縄総合事務局総務部長
北陸、東海、近畿及び中国四国農政局から交付決定を受け
ている場合は、「総務部長」を「総務管理官」とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　［都道府県協議会］
住　　所
　　団 体 名
　　　　　　　　　　　　　　　　              　　代表者名  　氏　名　印
　
　　　　　　　　　　　　　　平成　　年度第　　四半期概算払請求書（耕作放棄地再生利用緊急対策交付金）
　平成　年　月　日付け　　　第　　号をもって交付金の交付決定通知のあった事業について、下記により金　　　　円を概算払によって交付を受けるため、交付要綱第10の規定に基づき、下記のとおり請求する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記　　　　                                           平成　年　月　日現在
	区　　　分

	交付事業に
要する経費
	国庫交付金
(Ａ)
	既受領額(Ｂ)
	今回請求額(Ｃ)
	残高Ａ－(Ｂ＋Ｃ)
	事業完了
予定年月日
	

	
	
	
	金　額
	○月○日迄
出来高
	金　額
	○月○日迄
予定出来高
	金　額
	○月○日迄予定出来高
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別記様式第５号（第11関係）
平成　　年度耕作放棄地再生利用緊急対策交付金遂行状況報告書
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　地方農政局長　　殿
  北海道に事務所を置く都道府県協議会にあっては農林水産大臣

沖縄県に事務所を置く都道府県協議会にあっては内閣府沖縄総合事務局長

[都道府県協議会]
      　　                                    住　　所
      　　                                    団 体 名
      　　                                    代表者名　氏　名　印
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった耕作放棄地再生利用緊急対策交付金について、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金交付要綱（平成21年４月１日付け20農振第2209号農林水産事務次官依命通知）第11により、下記のとおり交付金に係る事業の遂行状況を報告する。
記
	区　　　分
	計　　画
　　　　　Ａ
	出　来　高
　　　　　Ｂ
	進　捗　度
Ｂ／Ａ
	備考

	
	
	
	
	


　　　区分欄には、別記様式第１号の記の様式の「２．経費の配分及び負担区分」に記載された事項について記載すること。
別記様式第６号（第12関係）
平成　　年度耕作放棄地再生利用緊急対策交付金実績報告書
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　地方農政局長　　殿
  北海道に事務所を置く都道府県協議会にあっては農林水産大臣

沖縄県に事務所を置く都道府県協議会にあっては内閣府沖縄総合事務局長

[都道府県協議会]
      　　                                    住　　所
      　　                                    団 体 名
      　　                                    代表者名　氏　名　印
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定通知（及び平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で変更通知）のあった交付金に係る事業について、下記のとおり実施したので、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金交付要綱（平成21年４月１日付け20農振第2209号農林水産事務次官依命通知）第12により、その実績を報告する。
　（また、併せて精算額として耕作放棄地再生利用緊急対策交付金○○○円の交付を請求する。）
記
　１．記載事項は、別記様式第１号の記に準ずる。
　２．なお、間接補助事業者に対し間接補助金を交付している場合にあっては、記４（２）の備考欄に、間接補助金の交付を完了した年月日を記載すること。
注：　交付金交付の決定に係る内容及び経費の配分（変更された場合は変更後の内容等）並びに実績報告の内容及び経費の配分を比較対照できるように作成するものとし、事業計画及びその内容、経費の配分及び収支予算は変更となった部分についてのみ変更前を括弧書きで記載すること。　
          添付書類については、各事業費の根拠となる支払経費等ごとの内訳を記載した資料、帳簿の写しを添付すること。
